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１ 目的  

 近年、フェイクニュースの拡散とそれに伴う社会的影響が世界中で問題になっている。しかし

その拡散の実態・メカニズムについて、学術的な研究があまり進んでおらず、国内でも少ないこ

とが指摘されている。そこで本研究では、フェイクニュース拡散行動の要因を定量的にしたうえ

で、社会的対処方法を検討することを目的とする。                                         

２ 方法 

 本研究で分析に用いるのは、15～69 歳の男女 6,000 名を対象としたアンケート調査データであ

る。また、フェイクニュース接触行動については、実際に 2019 年に国内で広く拡散されてファ

クトチェック済みのフェイクニュース 9事例を取り上げ、それらに対する行動を調査することで

取得した。メインとなる分析では、フェイクニュースを信じて拡散したら 1とするダミー変数を

被説明変数とした、フェイクニュース拡散行動モデルを構築して回帰分析した。 

３ 結果 

 分析の結果、まず、9つの事例の内どれか 1つ以上知っている人は 33.2%おり、特に若い世代

で接触率が高かった。そして、信じている人はどの事例でも 65～86%ほど存在いた。さらに、政

治的フェイクニュースは、特に弱く支持している層の考え方を変える影響を持つことが分かった。 

 次に、フェイクニュースを信じて拡散する行動について調査した結果、接触者の中で 43.0%は

1 つ以上のフェイクニュースを拡散していた。これは全体に対して 14.3%に当たる。さらに、フ

ェイクニュース拡散行動モデルを構築して定量的に検証した結果、「男性」「大卒」「ネット歴」

「情報リテラシー」はフェイクニュースを信じて拡散する確率を有意に減少させていた一方で、

「子持ち」「ニュース関心度」「メッセージアプリ利用時間」「メールマガジン利用時間」「政治的

極端度」「自己評価」「メディアリテラシー」は有意に増加させていた。 

４ 結論 

 以上より、フェイクニュース対策としては、メディアリテラシー、ニュースリテラシー、デジ

タルリテラシーではなく、情報リテラシーを向上させるようなリテラシー教育・研修を普及する

ことが必要なことが示唆された。また、ファクトチェック結果を人々に届ける施策によって、信

じている人そのものを減少させる必要がある。さらに、SNSだけでなく、メッセージアプリやメ

ールマガジンといった、エコーチェンバー現象が起きやすいツールにおける対策も必要である。                                     
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